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参考資料 3 伏木富山港新港地区桟橋の設計・施工事例 

 

 

伏木富山港新湊地区では，30,000 DWT のコンテナ船の利用を想定した計画水深-14m 岸壁

の延伸工事が行われている．延伸部-53m の構造形式は，既存部と同様，桟橋である．当該

施設の規模を考慮すれば，周辺施設で代替することは困難であるため，供用を長期間停止

するような維持工事の実施は不可能である．このため，高い水準の損傷・劣化対策を建設

時点で施し，予定される供用期間中（50 年）に性能低下を生じない範囲に構成部材の損傷・

劣化を留めるよう配慮がなされた． 

桟橋 RC 上部工は海水飛沫の影響を受けるため，陸上 RC 構造物と比較して極めて劣化の

進展速度が速い．このため，現行の設計基準では，桟橋上部工に用いるコンクリートの配

合および鉄筋のかぶりは，設計時に部材の耐久性照査を行うことにより決定されることと

なっている．当該桟橋上部工について試算を行った場合，通常，港湾施設に用いられるコ

ンクリートを適用すると，かぶり厚が 190mm 以上であれば設計供用期間中の鉄筋腐食の発

生による性能の低下を防ぐことができるという，現実的ではない結果が得られた．このた

め，当該施設周辺の気象および海象条件を考慮した施工性，経済性および維持管理性の観

点から各種防食工法の適用が検討された． 

経済性の観点からは，これまで採用例も多いエポキシ樹脂塗装鉄筋の使用が有利であっ

た．しかし，当該桟橋は，平均満潮面+0.5m に対してはり下端+0.3m で計画されているため，

脱型が水中作業となるだけでなく，冬期は支保工や型枠の破損が懸念されること，また，

厳しい作業環境のなかエポキシ樹脂塗装を損傷させないよう施工を行うことが困難である

こと等の理由により，事前対策として高耐久性埋設型枠が適用されることとなった（写真-

参 3.1～4）． 

高耐久性埋設型枠は，陸上構造物では既に多くの使用実績があるが，今後は，港湾構造

物においても桟橋 RC 上部工等への使用が拡大していくものと期待される． 
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写真-参 3.1 はり底型枠の設置状況    写真-参 3.2 はり側面型枠の組立状況 

 

  

写真-参 3.3 はり側面型枠の設置     写真-参 3.4 はり底面型枠の設置 

 

 




